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1.経営戦略の策定趣旨と位置づけ 

1.1 経営戦略策定の趣旨 

新居浜市工業用水道事業は、昭和 41 年に事業を開始し、建設から約 60 年が経過して

います。そこで、将来にわたって安定的な工業用水の供給を継続するため、施設や管路

の耐震性や老朽化の状況に関する調査･診断を行い、今後の事業計画のよりどころとなる

「新居浜市工業用水道事業施設更新基本計画」（以下、「更新基本計画 H26」という。）を

平成 26 年度に策定するとともに、平成 29 年度には管路の耐震化手法を見直した「新居

浜市工業用水道配水管更新基本計画（以下、「管路更新計画 H29」という。）を策定しま

した。 

令和元年 6月には、更新基本計画 H26及び管路更新計画 H29 で定めた各種事業に対し、

経済産業省「工業用水道施設更新･耐震･アセットマネジメント指針」等に基づくアセッ

トマネジメントや耐震化の視点も加味し、中長期的な更新需要見通しと財政収支見通し

を踏まえた「新居浜市工業用水道事業更新・耐震化計画（経営戦略）」をとりまとめ、耐

震化等の取組の進捗状況や目標の達成状況を確認・検証しながら推進していました。そ

うした中、総務省から【「経営戦略」の改定推進について（令和４年１月 25 日付総務省

自治財政局公営企業三課室長通知）】が通知され、経営基盤強化への取組等の検証・評価

を踏まえた経営戦略の定期的な改定が要請されました。 

今回、経営戦略が策定後５年経過していることから、これまでの実績や成果を検証し、

将来の事業環境の変化を踏まえ、中長期的な投資と財源を再検討することで、今後 10 年

間（令和６年度～令和 15 年度）を計画期間とする経営戦略（更新・耐震化計画を含む）

に改定を行うものとしました。 

 

1.2 計画期間 

令和６年度から令和 15 年度（2024 年度から 2033 年度）までの 10 年間とします。 

（更新需要及び財政収支の見通しは令和６年度から令和 35 年度（2024 年度から 2053 年

度）までの 30 年間の算出を行います。）（図 1.1 参照） 
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（Ｒ６年度～Ｒ１５年度）

更新需要及び財政収支の見通し（30年～40年）

更新需要及び財政収支の見通し（30年）（～R35年度）

 

図 1.1 各種計画の位置付け及び計画期間 
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2.工業用水道事業の概要 

2.1 事業の現況 

2.1.1 事業の沿革 

新居浜市は、元禄 4 年の別子銅山開抗以来、住友系諸企業を中心とした重化学工業が発

達し、臨海部は四国屈指の工業地帯を形成しています。これらの企業の工業用水は、当初

は市の中央部を貫流する国領川の伏流水に依存してきましたが、昭和 21 年に発生した南

海地震の地盤沈下による海岸部への海水侵入現象や、本市産業の発展による多くの企業立

地と企業経営の拡大等に伴い、水需要も拡大してきました。 

このような中で、用水確保の抜本的な対策として国領川総合開発計画が策定され、洪水

調整としての鹿森ダム建設、銅山川の分水に伴う別子ダムの建設により、工業用水及び農

業用水の確保と併せて発電事業が施行されることになり、これらの関連事業は昭和 35 年

に着工し、昭和 41 年に完成しました。 

近年は以下に示すような事業を実施しています。 

  昭和 62～平成 2 年度：石綿セメント管全線の改良更新、パイプインパイプ

工法及び開削工法 

  平成 6 年度：導水管布設替工事 

  平成 8～9 年度：取水・配水量等の監視装置導入による一部の集中監視 

  平成 11 年度：導水設備の老朽設備機器、配水設備改良工事 

  平成 13～17 年度：電気計装設備の改良工事（テレメータによる集中監視シ

ステム導入） 

  平成 17～21 年度：新居浜駅前土地区画整理事業の実施に伴う JR 軌道下及

び支障となる工業用水道管の布設替工事 

  平成 25～26 年度：県道新居浜別子山線新田橋架替工事に伴う導水管移設工

事 

  平成 27～28 年度：山根配水池耐震補強工事 

  平成 29 年度～令和 5 年度：北新町～新田町配水管布設替・耐震補強工事 

  令和 5 年度：山根管理棟更新工事 

  令和 5 年度～：高専通り配水管布設工事 

 

2.1.2 施設の一覧 

新居浜市工業用水道事業は、住友共同電力株式会社山根発電所放水路に接合した第 1

取水口から、国領川水系足谷川左岸隧道（幅 1.2m、高さ 1.5m、長さ 424m）で接合井を

介して山根配水場（有効貯水量：2,688m3）に導水しています。第 2 取水口は、発電所の

放水停止時の予備で、国領川水系足谷川から取水します。山根配水場からは自然流下で海

岸部工業地帯へ原水で供給しています。除濁処理等の浄水処理は行っていません。 

施設の概要図と施設一覧表は以降に示すとおりです。（表 2.1 及び図 2.1 参照） 
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表 2.1 工業用水施設一覧 

施　設　名 種　　目

第 １ 取 水 口 電動式ゲート　幅1.2m×高1.5m

第 ２ 取 水 口 電動式ゲート　幅1.2m×高1.5m　隧道(馬蹄形構造)L=20.8m

取　水　堰 幅1.2m×高1.5m×長4.4m

導　水　路 隧道(馬蹄形構造)幅1.2m×高1.5m×長383.0m

鋼製水管橋φ1200×長8.0m

上部開放型コンクリート水路　幅1.2m×高2.0m×長33.0m

余　水　吐 電動式ゲート　幅1.2m×高1.9m　隧道(馬蹄形構造)L=16.3m

接　合　井 RC製　幅3.0m×高6.0m×長4.0m

導　水　管 HP　 φ1,000㎜ Ｌ＝ 135.30m

DIP　φ900㎜ Ｌ＝ 174.33m

DIP　φ800㎜ Ｌ＝ 53.50m

SP　 φ800㎜ Ｌ＝ 12.90m

取 水 測 定 器 開水路流量計

浄　水　施　設 なし（配水池と兼用）

配　水　池 幅8.0m×深3.2m×長35.0m×3池＝2,688m
3

流入弁 電動式 φ300㎜ ×3基

電動式 φ500㎜ ×3基

ドレーン弁 電動式 φ300㎜ ×3基

手動式 φ150㎜ ×3基

中間ドレーン弁 手動式 φ150㎜ ×1基

バイパス弁 手動式 φ75㎜ ×3基

流出弁 電動式 φ500㎜ ×3基

手動式 φ500㎜ ×3基

配　水　管 DIP　φ800㎜ Ｌ＝ 4,613.92m

DIP　φ700㎜ Ｌ＝ 2,520.00m

DIP　φ500㎜ Ｌ＝ 72.91m

DIP　φ350㎜ Ｌ＝ 57.84m

DIP　φ300㎜ Ｌ＝ 68.60m

DIP　φ200㎜ Ｌ＝ 5.57m

延長　　 Ｌ＝ 7,338.84m

配 水 測 定 器 超音波流量計φ800

測　定　器 電磁流量計 φ500㎜（住友化学）

φ200㎜（住友金属鉱山東予工場）

φ150㎜（住友金属鉱山西原工場）

φ75㎜ （住友重機械工業）

山 根 配 水 場 鉄筋コンクリート造　２階建て

管 理 棟 延べ面積 256.5 ㎡
管　理　施　設

取　水　施　設

構　　　造　　　能　　　力

導　水　施　設

配　水　施　設

給　水　施　設
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2.1.3 契約水量と給水能力 

本市工業用水道事業の許可水量及び給水能力は以下のとおりです。 

 

許可水量：56,000m3/日（0.65m3/秒） 

給水能力：52,080 m3/日（条例上の給水能力） 

 

利用企業は 3 社で、現在の契約水量（基本水量）とこれまでの契約水量の変遷は以下の

とおりです。（表 2.2～表 2.3 参照） 

昭和 40 年代は 55,000m3/日まで基本水量が増加しましたが、昭和 50 年代に入り、産業

構造の変化や渇水対策等の節水型設備の導入などに伴って契約水量は減少し、平成 9 年

の西条地区工業用水道の供給開始に伴って現状の 46,600m3/日となっています。 

毎年の有収水量及び配水量をみると、一日最大配水量は、契約水量を下回る年もありま

すが、近年は上回る年が増えています。平均水量は単純に年間日数（365 日又は 366 日）

で除した値となっており、年度毎の断水期間の違いで数値が増減しています。（図 2.2 及

び表 2.4 参照） 

 

 

 

表 2.2 契約水量 

契約企業名 
契約水量 

（m3/日） 
受水方式 

住友化学（株） 42,300 
直接受水 

（必要圧力 2.7kg/cm2） 

住友金属鉱山（株） 4,000 受水槽 

住友重機械工業（株） 300 受水槽 

合計 46,600  
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表 2.3 契約水量の変遷 

（単位：ｍ3/日）

住友化学㈱ 住友金属鉱山㈱ 住友重機械工業㈱ 合計

基本水量 48,000 4,000 - 52,000

臨時水量 4,800 800 - 5,600
基本水量 48,000 4,500 2,000 54,500
臨時水量 4,800 900 200 5,900
基本水量 48,000 5,000 2,000 55,000
臨時水量 4,800 1,000 200 6,000
基本水量 48,000 5,000 2,000 55,000
臨時水量 4,800 1,000 200 6,000
基本水量 48,000 5,000 2,000 55,000
臨時水量 5,800 1,000 400 7,200
基本水量 48,000 5,000 2,000 55,000
臨時水量 4,500 700 300 5,500
基本水量 46,300 4,000 1,700 52,000
臨時水量 1,700 1,000 300 3,000
基本水量 45,000 4,000 1,700 50,700
臨時水量 1,700 1,000 300 3,000
基本水量 45,000 3,000 1,700 49,700
臨時水量 1,700 1,000 300 3,000
基本水量 45,000 3,500 1,700 50,200
臨時水量 1,700 1,000 300 3,000
基本水量 45,000 2,100 1,500 48,600
臨時水量 1,700 1,400 300 3,400
基本水量 42,300 3,100 300 45,700

H9.7.1～ H9.8.1～ H9.7.1～
4,400 1,800 1,500 7,700

基本水量 42,300 4,000 300 46,600
臨時水量 4,400 1,500 1,500 7,400
基本水量 42,300 4,000 300 46,600
臨時水量 3,800 1,500 180 5,480

H4～H7

H8

※臨時水量・・・基本水量を超えて使用した場合に料金が発生する水量。上限を超えた場合は、超過料金が発生する。

※基本水量・・・使用料に関係なく固定料金が発生する水量。ただし上限を超えて使用した場合は、臨時水量が発生する。

H14.4～
H20.3

H20.4～

S49～S50

S51～S56

S57～H3

臨時水量

S41.4.1～
S42.5

S42.6.1～
S42.10
S42.11.1～
S44

S45～S46

S47～S48

H9（当初）

H9（変更後）
～H14.3
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図 2.2 有収水量及び配水量の推移（出典：新居浜市水道事業年報等） 

 

表 2.4 有収水量及び配水量の推移（出典：新居浜市水道事業年報等） 

住友化学
住友金属

鉱山
住友重機
械工業

小計

H23 39,844 2,054 211 42,110 42,412 46,633

H24 40,472 2,041 248 42,762 42,824 45,687

H25 38,643 1,764 223 40,630 40,690 46,295

H26 37,749 1,727 208 39,684 39,750 46,332

H27 40,438 1,922 226 42,586 42,701 45,749

H28 38,825 2,502 249 41,576 41,833 47,905

H29 40,264 2,558 196 43,018 43,102 47,596

H30 37,937 2,128 191 40,256 40,336 47,496

R元 39,667 1,724 223 41,614 41,698 47,181

R2 37,801 1,843 205 39,850 40,230 46,573

R3 41,236 2,414 235 43,886 43,967 47,481

R4 39,340 2,587 241 42,168 42,450 47,605

一日平均
配水量

一日最大
配水量

一日平均有収水量

年度
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2.1.4 料金について 

 

工業用水道料金の変遷は以下のとおりです。現在は、昭和 57 年 4 月 1 日に改定した料

金で算定しています。料金の算出は、包括原価方式で算定し、料金原価のうち 13.5％を

施設維持費（資産維持費 5％）として計上しました。 

 

表 2.5 工業用水道料金の変遷 

- -協 力 費

工 業 用 水道 事業
開発の協力費とし
て基本水量１㎥に
ついて

1.25 1.00

14.30

超 過 料 金 超過使用水量 8.00 14.00 20.00 20.00

臨 時 料 金 臨時使用水量 4.00 7.00 9.65

４月１日

基 本 料 金 基本使用水量 4.00 7.00 9.65 14.30

種 別 種別 ４月１日 １０月１日 ４月１日

改定年月日 昭和４１年 昭和４８年 昭和５１年 昭和５７年

(単位：円/㎥）

 
※上表の金額には、消費税及び地方消費税相当額は含まれていない。 

料金体系は、責任水量制（１日あたりの使用水量をあらかじめ契約水量で定め、実際に

使用した水量がこの範囲内であれば、使用水量にかかわらず契約水量で料金を徴収する方

法）を採用しています。料金は、表 2.3 の契約水量によって基本料金、臨時料金、超過

料金の合計により算出されます。 
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2.1.5 組織体制について 

本市工業用水道事業は、上下水道局企画経営課、水道課、施設管理課の所管となっていま

す。（図 2.3 参照） 

工業用水道事業に所属する職員数は年度によって 5～6 名で推移しており、休日の取水・

配水調整等は民間業者に委託しています。（図 2.4 参照） 
（令和５年４月１日現在）

総務係

契約係

業務係

水道経営係

下水道経営係

下水処理場

工務係

漏水対策係

建設係

施設整備係

施設管理係

上下水道局

水質検査センター係

企画経営課

水道課

下水道課

施設管理課

給水管理係

工

業

用

水

道

事

業

を

所

管

す

る

部

署

図 2.3 組織図 

 

 
図 2.4 工業用水道事業の職員数の推移（出典：新居浜市上下水道事業年報） 
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2.2 施設の現況と課題 

2.2.1 施設・管路の管理状況 

本市工業用水道事業の施設はテレメータによる遠方監視を行っています。施設・管路

の保守点検は民間業者に委託しており、隔週又は月 1 回の目視点検、機器類の動作確

認等を行っています。また、監視設備についても民間業者に委託して定期的に保守点検

を行っています。（表 2.6～表 2.7 参照） 

また、施設・管路の改良・更新・補修については、履歴データを作成して局内にて保

管しています。（表 2.8 参照） 

 

表 2.6 施設・管路の保守点検委託内容（隔週・月 1 回） 

点検箇所 点検内容 

第 1 取水口、第 2 取水口、余水吐、接合井 ・目視点検 

・第 2 取水路内清掃 

山根配水場 ・目視点検 

・濁度計、流出弁側ネット清掃 

・バイパス弁、流入弁 開・閉操作 

水管橋、流量計、圧力計、制水弁、ドレーン

設備 

・目視点検 

・空気弁点検（動作確認） 

・排水ドレーン、開閉確認 

その他 ・管路上の漏水・陥没確認 

 

 

表 2.7 監視設備の保守点検委託内容 

点検頻度 点検内容 

月 1 回 リモート点検（遠隔ネットワークを利用したロガー装置・警報メー

ル送信装置の動作点検） 

年 2 回 水道局、山根配水場の現地ロガー装置点検作業（コンピュータ、

ネットワーク、セキュリティ等の点検、うち 1 回は年 1 回の現場点

検と同時に実施） 

年 1 回 現場点検作業（テレメータ装置、タッチパネル、計装盤等の点検

作業及び監視システム総合試験） 
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表 2.8 施設及び管路の改良・更新・補修履歴

施　設 年度 工　事　名 工　事　概　要

H6 取水設備改良工事 本体取替（ローラーゲート、巻揚機、巻揚機架台、タラップ、踊場等)

H20 第1取水ゲート修繕工事 ゲートパッキン取替

H6 取水設備改良工事 スクリーン取替

H11 第2取水ゲート及び余水吐改良工事
鋼製ゲート取替、巻揚機据付、制御盤据付、ゲート巻揚機架台設置、
制御盤架台設置、階段取替、タラップ取替

H17 第2取水設備吊上装置改良工事 堰板吊上装置設置

H29 スクリーン修繕工事 スクリーン製作、設置

R2 スクリーン修繕工事 スクリーン修繕（寸法調整）

R4 第2取水口及び余水吐ゲート巻上機修繕工事 巻上機修繕

H11 第2取水ゲート及び余水吐改良工事
鋼製ゲート取替、巻揚機据付、制御盤据付、ゲート巻揚機架台設置、
階段取替、フェンス設置

H20 余水吐設備改修工事 ゲート構造物改修

R4 監視カメラ移設修繕工事 監視カメラ移設修繕

H13 接合井導水路改修工事
導水路嵩上げ　L=29m、グレーチング設置、
鉄板蓋設置、フェンス取替

H20 接合井ゲート電動化工事 ゲート電動化　一式

H6 取水設備改良工事 DIPφ900　L=186m、空気弁φ100　1基

H25～
H26

新田橋掛替に伴う布設替工事
DIPφ800　L=53.5m、SPφ800　L=12.9m、
排水設備φ300　1箇所、空気弁φ100　1基

R2 角野水管橋更新工事 鋼製水管橋（φ1200）　L=8m

H4 山根配水池漏水防止工事 配水池防水

H10 配水池流入弁取替工事 流入弁取替　3基　電動化

H11 配水池流出弁等改良工事
流出弁取替φ500　6基、ﾄﾞﾚﾝ弁取替φ150　3基
流入側ﾊﾞｲﾊﾟｽ弁取替　3基

H12 配水池ﾄﾞﾚｰﾝ管取替工事 ﾄﾞﾚｰﾝ管取替　3本

H12 配水池ﾄﾞﾚｰﾝ弁改良工事 ﾄﾞﾚｰﾝ弁φ300取替　電動化、中間ﾄﾞﾚｰﾝ弁φ150設置

H14 山根配水池歩廊塗装工事 歩廊塗装

H17 配水池流入弁・流出弁電動化改良工事 流入弁　3基　流出弁　3基　電動化

H18 配水池防水工事 配水池防水

H27～
H28

配水池耐震補強工事 配水池耐震化、流入・流出管更新

H30 配水場フェンス更新工事 フェンス更新　一式

R1 配水場舗装工事 舗装工　A=714㎡（東側フェンス沿い等）

R3 配水池はしご嵩上げ修繕工事 はしご全箇所30cm嵩上げ

R4 配水池操作弁塗装修繕工事 操作弁塗装修繕

S57 王子川送水管塗装 水管橋防食

S62～
H2

配水管改良工事
DIPφ800　L=502m、DIPφ700　L=2520m、
制水弁φ800　1基、制水弁φ700　2基、
空気弁φ100　5基、排水設備φ300　2箇所

H10 配水管布設替工事
鉱山分岐管布設替DIPφ500 L=72.91m、DIPφ350 L=57.84m、
制水弁φ500　2基（内1基電動化）、制水弁φ350 1基、
制水弁φ200 1基、空気弁φ75　1基

H16 図書館前住友鉱山配水管布設替工事 DIPφ300　L=14.3m、制水弁φ300　1基

H17～
H21

駅前区画整理事業に伴う布設替工事
DIPφ800　L=354m、制水弁φ800　4基、空気弁φ75　4基
排水設備工φ250　1箇所

H17 宮西橋外水管橋防食工事 水管橋防食（宮西橋、寿橋）

H26 王子橋水管橋防食工事 水管橋防食

H29 北新町配水管布設工事 DIP(US)φ800　L=120m、DIP(NS)φ800　L=29m

H30 新田町配水枝管布設工事 DIP(NS)φ300　L=53m、空気弁φ75　1基

H30 寿橋水管橋防食工事 水管橋防食

H30 新田町配水管布設工事（R1へ繰越） DIP(NS)φ800　L=111m、空気弁φ75　1基

R1 宮西橋水管橋防食工事 水管橋防食

R1 新田町配水管布設替工事（R2へ繰越）
DIP(NS)φ800　L=44m、空気弁φ75 1基
DIP(NS)φ300　L=14m、空気弁φ75 1基

R3 北新町配水管耐震補強工事 配水管耐震補強　16箇所

R3 新田町廃止管充填撤去工事 廃止管充填工及び撤去工

R3 北新町配水管布設替工事（R4へ繰越） DIP(NS)φ18m、配水管耐震補強　13箇所

R4 坂井町配水管布設替工事（R5へ繰越） DIP(NS)φ125m、制水弁φ800 2箇所、空気弁φ75 1箇所

R5 坂井町工業用水道配水管緊急修繕工事 配水管φ800漏水修理

R5 北新町配水管布設替工事 DIP(NS)φ16m、配水管耐震補強　14箇所

H10 王子橋泥吐けピット改良工事 SUSφ150　L=4.4m、DIPφ150　L=13.4m、制水弁φ150　1基

H16 制御設備外改良工事 駅裏流量計ピット築造内径φ3000

H17 化学前ﾄﾞﾚｰﾝ設備改修工事
排水場所変更DIPφ250　L=2m,DIPφ200 L=122m、
バルブ操作台設置

H20 八雲外電気計装設備追加工事
八雲排水設備改良　DIPφ300　L=6.7m、制水弁φ300　1基、
空気弁φ75　1基

H22 化学前電動弁更新工事 電動弁更新φ800、制水弁室改修

第2取水口

第1取水口

配水管

その他
配水設備

導水管

接合井

余水吐

配水場
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2.2.2 取水・導水施設の健全度・耐震性評価 

取水口から山根配水池までの劣化状況を把握するため、平成 26 年度に目視調査を

もとに健全性の評価を行いました。結果は表 2.9 のとおりです。また、現地での目

視調査の概要は図 2.5 のとおりです。 

 

表 2.9 導水施設健全性評価結果 

評価対象 評価結果 

導水路本線、 

第 2 取水口、余水吐 

導水路本線は、長期にわたる使用により、コンクリートの剥離、洗掘、ジャ

ンカ、クラックが全線にわたって確認できる。一部にはコンクリートの割裂箇

所から水流が侵入して空隙になっているところも確認できた。  

地下水と思われる滲みが確認されており、雨水が水路上部から流れ込ん

できていることが想定できる。地下水の流れがどのような状況になっている

かによるが、大きく流れている場合、水路周辺の地山の状況に留意してお

く必要がある。 

本導水路本線の上部は地山（岩盤）であり、地山の種別によっては広島県

と同様の事故（平成 18 年 8 月に広島県で発生した送水トンネル崩落事故）

が発生する可能性もあることから、導水路背面の状況調査を平成 30 年度

に実施した結果、一部背面に空洞が確認されたが、当面は経過を観察す

ることとした。 

水管橋 旧水管橋部分は、鋼材が設置されており、その内外面を目視したところ、腐

食、塗膜剥がれが確認された。鋼材腐食は進行しているように見受けら

れ、このまま対策を講じなければ、腐食が貫通して水漏れの原因となる。そ

こで、水管橋更新のため橋台の耐震診断を実施したところ耐震性有りとの

結果だったことから、令和 2 年度に水管橋の更新を行った。 

接合井 接合井本体には、大きなクラック等も見られず、健全な状態で運用されてい

るとみられる。ただし、付帯施設（足掛け金物類）の腐食が進行しているの

で、安全対策を講じる意味でも交換が必要と考えられる。 

（今後、構造計算に基づく耐震性の評価を行う必要がある。） 

導水管 

HPφ1000 

ヒューム管内は、細かいひび割れは目立つものの、河川縦断部分であるた

め、ヒューム管の周囲にコンクリート巻立てが施されており、構造的には十

分な強度を有していると判断できる。 

そこで、管路自体の耐震化を図るためには、水理計算の結果、減径も可能

なことからＰＩＰ等による更正管挿入等を行うことが考えられる。 

（点検の結果、図 2.6 に示すとおり著しい劣化が認められなかったため、更

新を急ぐ必要はない。） 
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導水路（馬蹄形）内コンクリートの剥離 接合井のタラップ腐食 

 

 

導水管内の微細クラック  

図 2.5 導水施設の目視調査（概要） 

 

 
図 2.6 ヒューム管（導水管）の状態 
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2.2.3 配水施設（山根配水場）の健全度・耐震性評価 

 

平成 26 年度に実施した山根配水場配水池の劣化調査結果は以下の通りです。 

 

  現状では構造全体の評価として、コンクリート強度、はつり位置での鉄筋腐食の状

況等から、耐荷性能の低下はないと考えられる。 

  主に側壁の伸縮継手部分にコンクリート（モルタル）のうきが見られる。塗膜防水が

施されているので、改修跡と考えられるが、改修時のコンクリート（モルタル）の改修

を行えば、特に問題ないものと考えられる。 

  目地部には現状で大きな変位が認められないため、継続的な監視を行い、変位状

況の確認が必要と考えられる。 

  歩行路部分にもコンクリート（モルタル）のうきが見られるが、配水池貯留機能に直

接影響を与えないため、側壁補修時に合わせて順次改修を行えばよいと考えられ

る。 

 

これにより、既存の配水池を耐震化することとなりました。 

 

山根配水場配水池の耐震診断結果は以下の通りです。 

 

  レベル 1 及びレベル 2 地震動において底版で NG が発生し、レベル 2 地震動では

流出部整流壁で NG が発生する。 

  NG 発生箇所は、いずれも鉄筋量が不足していることに起因するものであり、底版

及び整流壁に対して、鉄筋量を増やすための補強対策を施す必要がある。 

 

これにより、鉄筋の増打ちによる耐震化工事を平成 27 年度～平成 28 年度で実施し

ました。 
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2.2.4 浄水処理施設の導入検討 

原水の水質は良好であり、通常は濁度も低いため、無処理で工業用水として供給し

ています（図 2.7 参照）。ただし、台風や大雨時には、原水濁度が上昇する場合があ

ります。その際には、給水を停止しなければならないことから、高濁度対策として、

「更新基本計画 H26」において浄水処理施設の導入を検討しました。その際は、多

額の工事費と費用対効果の面から導入は見送られていましたが、現在、再度検討を行

っています。 

 

 

 
図 2.7 原水濁度の発生状況 
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2.2.5 配水管の耐震化 

配水管を含む管路については、主にダクタイル鋳鉄管が使用されており、一部で PIP

（パイプインパイプ）及び布設替えによる耐震化工事が施されている区間があります。

（図 2.8 参照）未更新となっているφ800×3,299m（A 形継手）について、耐震化を

実施しなければなりませんが、未更新区間の配水管については、大部分が交通量の多い

主要県道や市道に埋設されています。 

平成 29 年度に実施した管内面カメラ調査、継手部の腐食度調査及び管周辺の土壌分

析調査の結果、概ね既存管路の健全性が確認され、継続的な使用が可能との結論に至っ

たことから、既存管路の継手耐震補強を中心に耐震化を図ることとしました。 

しかしその後、より強靭化に即した手法を求められるようになったことから、令和 3

年度に更新計画を見直し、市道新居浜駅菊本線へ耐震管を布設し、管路を２条化するこ

とによって耐震化を図ることとし、残りの区間については今後管更生工法による更新を

検討することとしました。 
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2.3 経営分析 

令和３年度経営比較分析表を用いて経営分析を行います。 

グラフ凡例
 ■　新居浜市
 ―  類似団体平均値
 【】　令和３年度全国平均  

Ｉ経営の健全性・効率性 分 析 

平均値 117.28 116.96 117.47 115.38 113.53

当該値 138.20 125.60 133.76 125.01 135.18

H30 R01 R02 R03H29

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

①経常収支比率(％)
【117.41】

 

 経常収支比率は、給水収益等の収益で

維持管理費や支払利息等の費用をどの程

度賄えているかを表す指標で、100％以上

となっていたら単年度の収支が黒字であ

ることを示しています。新居浜市では、

令和３年度は 135.18％となっており、類

似団体平均値を上回って推移していま

す。 

 

令和４年度：125.58％ 

H29 H30 R01 R02 R03

53.86 75.17

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 53.30 50.25 51.91

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

②累積欠損金比率(％)
【23.68】

 

 累積欠損金比率は、営業収益に対する

累積欠損金（営業活動により生じた損失

で、前年度からの繰越利益剰余金等でも

補填することができず、複数年度にわた

って累積した損失のこと）の状況を表す

指標です。新居浜市ではいずれの年度で

も 0.00％となっており、累積欠損金は発

生していない状況です。 

 

令和４年度：0.00％ 

H29

当該値 2,582.62 1,554.67 2,358.14 1,535.35 1,815.14

H30 R01 R02 R03

平均値 687.99 655.75 578.19 638.35 521.36

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

③流動比率(％)
【462.72】

 

 流動比率（算出式：流動資産／流動負

債×100）は、短期的な債務に対する支払

能力を表す指標で、１年以内に支払うべ

き債務に対して支払うことができる現金

等がある状況を示す 100％以上であるこ

とが必要です。新居浜市では、令和３年

度は 1,815.14％となっており、類似団体

平均と比較し高い数値となっています。 

 

令和４年度：1,374.7％ 
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Ｉ経営の健全性・効率性 分 析 

H30 R01 R02 R03

92.65 160.15 153.33 162.00 148.28

H29

当該値

平均値 208.47 193.85 204.31 214.20 242.32

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

④企業債残高対給水収益比率(％)
【233.92】

 

 企業債残高対給水収益比率は、給水収

益に対する企業債残高の割合で、企業債

残高の規模を表す指標です。新居浜市で

は、令和３年度は148.28％となっており、

類似団体平均値を下回って推移していま

す。企業債の新たな借入は令和元年度以

降は行っておらず、企業債残高は減少を

続けている状況です。 

 

 

令和４年度：150.14％ 

平均値 105.71 105.06 106.98 103.06 100.74

当該値 136.14 123.73 131.76 121.70 129.90

H29 H30 R01 R02 R03

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

⑤料金回収率(％)
【112.31】

 

 料金回収率は、給水に係る費用が、ど

の程度給水収益で賄えているかを表した

指標で、料金回収率が 100％を下回って

いる場合、給水に係る費用が給水収益以

外の収入で賄われていることを意味しま

す。新居浜市では、令和３年度は129.90％

となっており、いずれの年度でも 100％

を超え、また類似団体平均値を上回って

推移しています。 

 

令和４年度：119.84％ 

H29 H30 R01 R02 R03

26.92 27.33

当該値 10.51 11.57 10.86 11.76 10.83

平均値 25.98 26.84 26.08

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

⑥給水原価(円)
【19.07】

 

 給水原価は、有収水量１㎥当たりにつ

いて、どれだけの費用がかかっているか

を表す指標です。新居浜市では、令和３

年度は 10.83 円となっており、類似団体

平均と比較しかなり低い数値となってお

り、安い費用で給水ができている状況と

なっています。 

 

 

令和４年度：12.13 円 
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Ｉ経営の健全性・効率性 分 析 

H30 R01 R02 R03H29

当該値 82.76 77.45 83.25 85.18 86.32

平均値 40.67 40.89 41.59 40.29 40.41

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

⑦施設利用率(％)
【54.01】

 

 施設利用率は、一日配水能力に対する

一日平均配水量の割合で、施設の利用状

況や適正規模を判断する指標です。新居

浜市では、令和３年度は 86.32％となっ

ており、類似団体平均値を上回って推移

しています。 

 

 

 

令和４年度：87.25％ 

H30 R01 R02 R03H29

89.48 89.48 89.48 89.48 89.48当該値

平均値 62.59 61.76 62.75 61.99 62.26

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

⑧契約率(％)
【76.67】

 

 契約率は、一日配水能力に対する契約

水量の割合で、収益性や未売水の状況を

判断する指標で、100％に近ければ近い

ほど収益性が高く、適切な規模の投資が

できているといえます。新居浜市では、

令和３年度は 89.48％となっており、類

似団体平均値を上回っています。 

 

 

 

令和４年度：89.48％ 

 

Ⅱ老朽化の状況 分 析 

当該値 56.00 57.29 59.15 53.03 53.81

H29 H30 R01 R02 R03

平均値 55.25 57.11 57.57 57.63 58.13

49.00

50.00

51.00

52.00

53.00

54.00

55.00

56.00

57.00

58.00

59.00

60.00

①有形固定資産減価償却率(％)
【60.20】

 

 有形固定資産減価償却率は、有形固定

資産のうち減価償却がどの程度進んでい

るか、資産の老朽化度合いを示す指標で、

数値が高いほど、法定耐用年数に近い資

産が多いことを示しており、将来の施設

の更新などの必要性が推測されます。新

居浜市では、令和元年度まで数値が伸び

ていましたが、令和２年度以降は、類似

団体平均値を下回って推移しています。 

 

令和４年度：53.73％ 



 

 21

 

Ⅱ老朽化の状況 分 析 

H30 R01 R02H29 R03

当該値 49.86 47.21 45.76 44.55 44.55

平均値 44.05 51.87 52.33 52.35 53.69

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

②管路経年化率(％)
【48.27】

 

 管路経年比率は、法定耐用年数を超え

た管路延長の割合を表す指標で、管路の

老朽化度合いを示しています。数値が高

い場合は、法定耐用年数を経過した管路

を多く保有しており、管路の更新等の必

要性を推測することができます。新居浜

市では、令和３年度は 44.55％となって

おり、平成 30 年度以降は類似団体平均値

を下回って推移しています。 

 

令和４年度：46.77％ 

H30

0.71 0.00

R01 R02 R03

当該値 0.00 2.64

平均値 1.30 0.28

H29

1.45

0.220.77 0.24

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

③管路更新率(％)
【0.22】

 

 管路更新率は、当該年度に更新した管

路延長の割合を表す指標で、管路の更新

ペースや状況を把握することができま

す。新居浜市では、令和３年度は 0.0％と

なっており、類似団体平均値を下回って

いますが、年度によっては、大きく上回

っている年もあります。管路の耐震化を

毎年度進めているものの、耐震継手工事

のみを行った年度は、更新率が 0 となっ

ているためです。 

令和４年度：0.23％ 

 

 

 

 

 

 

 

本市の工業用水道事業は効率的な運営が出来ており、経営状況は総じて安定してい

ると判断されますが、耐震化の完了していない施設更新（強靱化含む）に伴う建設改

良費の増加が見込まれています。更に、物価上昇や金利の上昇が続いており、今後の

更なる費用増加は避けられない状況が見込まれます。よって維持管理コスト縮減はも

とより、継続的に利益を計上できるよう経営努力が必要です。 
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2.4 これまでの経営健全化の取組 

2.4.1 数値目標達成状況 

令和元年度に策定された新居浜市工業用水道事業更新・耐震化計画（経営戦略）で示

された数値目標は以下の表 2.10 のとおりです。 

 

表 2.10「新居浜市工業用水道事業更新・耐震化計画（経営戦略）」の数値目標 

項 目 経営指標等 
実績値 

（2016 年度） 

中間目標値 

（2023 年度） 

目標値 

（2028 年度） 
設定理由 

経常損益 経常収支比率 149.07％ 100％以上 100％以上 黒字経営を維持する 

管路の 

耐震化状況 

基幹管路耐震化率 

（耐震適合管含む） 
48.8％ 54.0％ 59.0％ 

管路の耐震化を推進す

る 

 

  黒字経営の維持 

経常収支比率は、18 ページの第 2 章の 3 経営分析①経常収支比率（％）のとお

り 100％以上を達成し、黒字経営を維持しています。 

  耐震化計画の推進 

  管路の耐震化状況の基幹管路耐震化率については、2023 年度の中間目標値

54.0％について、2021 年度に達成し、2023 年度は 57.4％に達する見込みとなって

います。（図 2.9 参照）耐震化については、更新・耐震化計画に基づき、着実に実

施されています。 

 

 
図 2.9 耐震化率の推移 
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2.4.2 その他の取組 

 

  施設の効率化 

本市工業用水事業の施設はテレメータによる遠方監視を行う等、施設の効率化を進め

ています。また、施設・管路の保守点検は民間業者に委託しており、隔週又は月１回の

目視点検、機器類の動作確認等を行っています。また、監視設備についても民間業者に

委託して定期的に保守点検を行っています。 

  組織運営による事務の効率化 

創設以来、新居浜市水道局が、工業用水道事業と上水道事業を同じ組織のなかで運営

しており、総務系の業務や維持管理系の業務等、業務内容で共有できる部分において、

経営の効率化を図ってきました。さらに令和元年度より市長部局の公共下水道部門と水

道局が統合し、上下水道局となり、経営効果が高まっています。（例：経営事務システム

委託、事務用品・新聞購入等、施設・管路の保守点検委託、運転管理業務等民間委託等） 

  新たな財源の確保 

   余剰資金を他の企業会計に貸付を行い、貸付金利息収入を得ています。 

  施設の共用 

   上下水道局の庁舎については、令和元年度末に竣工した市の合同庁舎（消防本部及び

防災担当課と共用）の１フロアを取得し、水道事業及び公共下水道事業とともに共用し

ています。 

  施設のダウンサイジング・スペックダウン 

   管理棟については、規模を縮小し建て替えを行っています。 

  GX 及び省エネルギー技術等の取り組み 

管理棟屋上には、太陽光パネルも設置可能な設計をしており、今後の脱酸素の取り組み

を視野に建て替えを行っています。 
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3.工業用水道事業の将来見通し 

工業用水道事業の将来見通しとして、水需要及び料金収入、更新需要及び組織についての

見通しを以下に示します。 

 

3.1 水需要及び料金収入の見通し 

受水企業では工場の増設等を行っており、今後も引き続き現状の契約水量（表 2.2 参照）

を維持する見通しです。今後の有収水量の見通しは、大雨による濁度異常等による給水制

限等に伴い毎年一定程度減少すること、また、鹿森ダムのメンテナンス事業において堆砂

除去が実施されると見込まれる年度及び断水を必要とする管路耐震化工事の実施予定年

度は、減少する見込みになっていますが、現状の水量はおおむね維持できる見込みです。

（図 3.1 参照） 

  料金収入は、受水企業から料金据え置きを求められており、当面の料金改定は予定して

おりませんが、責任水量制を今後も維持し、現状の料金収入を維持できる見通しです。 

 

表 2.2 契約水量（再掲） 

契約企業名 
契約水量 

（m3/日） 
受水方式 

住友化学（株） 42,300 
直接受水 

（必要圧力 2.7kg/cm2） 

住友金属鉱山（株） 4,000 受水槽 

住友重機械工業（株） 300 受水槽 

合計 46,600  
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※2022 年度は実績・2023 年度以降は見込み 

図 3.1 有収水量の見通し 
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3.2 更新需要の見通し 

3.2.1 検討方針 

令和元年度に策定された「新居浜市工業用水道事業更新・耐震化計画（経営戦略）」

では、固定資産台帳データと口径別布設年度別管路延長を基に「アセットマネジメン

ト簡易支援ツール（平成 26 年 4 月）」を活用して、現有資産の状況を整理するととも

に、3 ケース（法定耐用年数で更新する場合、時間計画保全を踏まえた更新時期を設

定して更新する場合、耐震性向上や状態監視保全を踏まえた更新時期を設定して更新

する場合）の更新需要を概略的に推計し、その見通しを考察しました。（時間保全を踏

まえた更新期間は、「工業用水道施設更新・耐震・アセットマネジメント指針（平成

25 年 3 月）」及び「水道事業におけるアセットマネジメントに関する手引き（平成 21

年 7 月）」の設定を参考にして法定耐用年数の 1.5 倍とした。また、更新費用算出にあ

たり、撤去費相当の割増金額を計上することとし、その割増率は、更新基本計画 H26

の撤去費を参考に、20％と設定した。）財政シミュレーションと併せて 3 ケースを検

討した結果、実際の劣化状態等を踏まえ、優先的に更新すべき資産を整理した事業計

画及び財政計画を策定することとなりました。なお、その際に、アセットマネジメン

トの推進の基本的な考え方・方向性に基づき、本市工業用水道事業におけるアセット

マネジメント推進の基本方針等の整理を行いました。 

今回の計画では、「新居浜市工業用水道事業更新・耐震化計画（経営戦略）」での更

新需要の検討方針とアセットマネジメント推進の基本的な考え方・方向性等の基本方

針を継承するものとします。 

 

3.2.2 アセットマネジメント推進基本方針及び実施方策 

平成 24 年 1 月に公表された「新居浜市アセットマネジメント推進基本方針」は、

庁舎などの一般施設、市営住宅及び教育文化施設に該当する建築物 1,267 棟、道路、

橋梁、下水道施設及び公園といったインフラ施設を対象にして、今後の更新需要及び

財政面への影響を考察し、アセットマネジメントを推進していくうえでの基本的な考

え方・方向性、実施方策及び推進体制を整理したものであり、同基本方針は、本市に

おける公共施設等総合管理計画と位置付けられております。今回の計画では、これま

でと同様に「工業用水道施設更新・耐震・アセットマネジメント指針（平成 25 年 3

月）」をベースとして、「新居浜市アセットマネジメント推進基本方針」での基本的な

考え方・方向性を、工業用水道事業にも受け継ぐこととします。（図 3.2 参照） 

また、アセットマネジメントの対象施設は、本市工業用水道事業が所有する全施設

と位置づけ、アセットマネジメント推進の基本的な考え方・方向性にしたがって、本

市工業用水道事業では、次に示す実施方策を行うこととします。なお、実施方策の一

つとして、本計画の策定を位置付けるものとします。 
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アセットマネジメント推進の実施方策 

  計画的な施設等の補修・耐震化 

  更新時期（費用）の平準化 

  内部留保資金の活用 

 

○計画的な施設等の補修・耐震化
○更新時期（費用）の平準化
○内部留保資金の活用

新居浜市（市⾧部局）

施設の計画的な維持管理

事後保全的維持管理から予防保全的維持管理へ

建築物の目標使用年数

国土交通省資料を参考にして65年を目標

市民ニーズや社会的要請への対応

市民ニーズ、環境問題などの社会的要請に対応した施設
整備・運営管理を目指す

既存施設の有効活用や統廃合
既存施設は用途見直しや統廃合含め、有効活用を促進、
新設・改築施設は、関係施策との整合性を図り、可能な
限り新規施設整備の抑制を図る

公共施設整備基金の積み立て

今後の更新費用増加を見据えて計画的に基金を積み立て

（1）都市基盤分野の公共施設（土木施設）等
施設毎に⾧寿命化計画を策定し、計画に基づく維持管理を実施

（2）公共建築物
・保全情報システムの導入
・維持保全業務の適正化
・施設評価の実施
・施設中⾧期保全計画の策定
・維持管理経費の削減
・公共施設白書の作成

実
施
方
策
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ッ
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ジ
メ
ン
ト
推
進
の
基
本
的
な
考
え
方
・
方
向
性

新居浜市（工業用水道事業）

施設の計画的な維持管理

事後保全的維持管理から予防保全的維持管理へ

資産の目標使用年数

状態監視や他事業体の事例をもとに工種別で設定

市民ニーズや社会的要請への対応

市民ニーズ、環境問題などの社会的要請に対応した施設
整備・運営管理を目指す

既存施設の有効活用
既存施設の有効活用を促進、新設・改築施設は、関係施
策との整合性を図り、可能な限り新規施設整備の抑制を
図る

内部留保資金の活用

料金改定をしなくて済むように計画的に内部留保資金を
活用

考
え
方
を
受
け
継
ぐ

 

図 3.2 アセットマネジメント推進の基本的な考え方・方向性と実施方策 
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3.2.3 更新需要のまとめ 

 

今回の計画では、これまでの計画での方針を継承したうえで、第 2 章でとりまとめ

た施設の現況と課題を勘案し、以下の投資方針により更新・耐震化計画の見直しを行

いました。これにより算出される更新需要は次のとおりです。 

更新需要は、管理棟の更新工事を行う 2023 年度に構造物及び設備の事業費が増加

し、管路の新設工事を行い既設管へ接続する 2023 年度から 2029 年度の間に管路の事

業費が増加します。 

投資方針 

  供用開始から更新されていない管路については、更新・耐震化基本計画に基づき、順

次布設替え及び管更生によって更新・耐震化を進める。 

  山根配水場管理棟については、耐震性を有していないため、規模を縮小した上で更新

する。 

  取水・配水状況、水量水質などの監視のための遠隔監視システムについては、耐用

年数に基づき計画的に更新する。 
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図 3.3 更新需要のまとめ（期間別） 
 

表 3.1 更新需要のまとめ（期間別） 
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3.3 組織の見通し 

工業用水道事業の職員数は、６名から５名で推移しており（図 2.4 参照）、平成 30 年

度までは水道局の一部として、職員は水道事業との兼務で事業を実施してきました。令和

元年度からは、上下水道局として上水道事業、公共下水道事業と統合した事業を実施して

おります。上下水道部門の職員数は、組織の見直しや定員管理により減少しており、令和

元年度からはさらに組織統合の効果もあり、減少を続けています。（図 3.4 参照） 

しかし、これまでの組織の効率化・合理化推進に伴う人員削減により、将来の上下水道

局の担い手となる若手職員の減少が顕著化するなどの問題が起きており、技術の継承が

危ぶまれています。今後は、効率的な業務遂行を念頭に、課や係の業務分担や連携につ

いて検討を進め、個々の職員の技術力の向上、職員の人材育成に取り組み、組織強化を

図っていきます。それでもなお不足する人員や技術力については、民間事業者を活用す

ることで対応します。 

 

 
図 3.4 上下水道部門の職員数の推移（定数内職員） 
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4.経営の方針と基盤強化の取り組み 

本市産業の活性化と発展を図るため、将来にわたって良質な工業用水を低廉な価格

で安定的に供給することを目指し、次の経営の方針及び方向性に基づき事業経営を行

い、持続可能な経営の実現に向け、基盤強化の取り組みを行います。 

 

4.1 経営の方針 

  工業用水道事業の効率化を図り、安価で利便性の高い工業用水の供給を推進

します。 

  計画的に適切な施設の維持管理を行います。 

この経営の方針は、新居浜市のまちづくりの最上位に位置付けられる計画である第６

次新居浜市長期総合計画のまちづくりの目標に対する課題解決に向けた取組方針（施策

6-4 上下水道事業の推進-基本計画 6-4-2 工業用水の安定供給）と一致しています。 

 

人権・協働・社会教育・文化・スポーツ・コミュニティ

子育て・教育 健康・福祉 経済・雇用

都市基盤・防災・防犯・消防

地球環境・生活環境・上下水道

第６次新居浜市⾧期総合計画(2021-2030)
まちづくりの目標１～６

工業用水の安定供給

 

図 4.1 工業用水道事業の位置付け 

 

4.2 方向性 

  受水企業の要望により、料金改定を見込まない。 

  収益的収支の黒字を維持する。 

  自己資金（補填財源）を活用する。 

 

4.3 基盤強化の取り組み 

  更新・耐震化計画の進捗管理と修正 

計画的な点検や補修により長寿命化を図りながら、更新・耐震化計画に基づき計

画的に更新を行っていきます。また、施設の長寿命化を図ることで、更新の平準化

を目指します。 
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  施設のダウンサイジング・スペックダウン 

管理棟については、規模を縮小し建て替えを行っています。管路については、今後も同

等の契約水量が見込まれるため、ダウンサイジングは行いませんが、その他、廃止・統合

できる施設や設備はダウンサイジングを行い、合理化できるものについてはスペックダウン

を図ります。 

  コスト縮減となる最新の更新工法の調査研究 

管更生工法やパイプインパイプ工法など、既設管を生かした工法について調査を行い、

今後の採用を検討します。 

  その他の経費縮減、収益性の向上への取組 

業務の効率化や事務事業の見直しを行い、経費縮減に取り組みます。また、余裕資金

の有効活用や有休資産の有効活用などを検討し、収益性の向上に向けた取り組みを行い

ます。 

  人材育成 

工業用水道を供給する責務を将来にわたって果たしていくため、研修等の機会を

確保し、職員の資質向上につとめていきます。 

  民間の資金・ノウハウ等の活用 

組織体制や事務事業を見直す中で、さらなる包括的民間委託や、官民連携方策

（PPP/PFI）について検討をしていきます。その際には、水道事業をはじめとす

る他事業や他団体等と連携した取り組みを積極的に行います。 

  GX 及び省エネルギー技術等の取り組み 

管理棟屋上には、太陽光パネルも設置可能な設計としており、今後の脱酸素の取

り組みも視野に建て替えを行っています。 
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5.投資・財政計画 

 

5.1 投資計画 

第 2 章でとりまとめた施設の現況と課題を勘案し、第 3 章の更新需要の見通しでのアセ

ットマネジメント推進基本方針や投資方針を踏まえ、更新・耐震化計画の見直しを行った

結果、次のとおり投資計画をとりまとめました。 

投資方針（再掲） 

  供用開始から更新されていない管路については、更新・耐震化基本計画に基づき、順

次布設替え及び管更生によって更新・耐震化を進める。 

  山根配水場管理棟については、耐震性を有していないため、規模を縮小した上で更新

する。 

  取水・配水状況、水量水質などの監視のための遠隔監視システムについては、耐用

年数に基づき計画的に更新する。 

 

 

図 5.1 直近 10 年間の更新事業費 

 

表 5.1 直近 10 年間の更新事業スケジュール 

単位：千円（税抜）
年度 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15
設計 設計
20,000 20,000

管路（更新・補強） 1,416,000 工事 工事 工事 工事 工事 工事 工事 工事 工事 工事
140,000 160,000 200,000 199,000 170,000 170,000 160,000 33,000 100,000 84,000

既設
管理棟 7,000 解体 - - - - - - - -

7,000

計装（更新） 211,000 工事 工事 工事 工事 工事 工事 工事 工事 工事 工事
59,000 15,000 16,000 26,000 15,000 25,000 28,000 7,000 10,000 10,000

合計 1,634,000 199,000 202,000 216,000 225,000 185,000 195,000 188,000 60,000 110,000 94,000

事業費計 備考
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概算

管種 管径 延長 工事費 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年 2034年 2035年 2036年 2037年

(mm) （ｍ） （百万円） 以降

税抜き R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19

以降

⓪-1 伏せ越し部更新 市立図書館南(横断水路交差部） DIP(NS) 800 21 34 34

⓪-2 継手補強部 継輪挿入　2箇所　継手補強　27箇所 DIP(A) 800 160 84 40 44

①-1 管更新 高専通り（車道） DIP(NS) 800 120 90 90

①-2 管更新 高専通り（車道） DIP(NS) 800 300 140 140

①-3 管更新 高専通り（車道） DIP(NS) 800 300 140 140

①-4 管更新 高専通り（車道） DIP(NS) 800 400 180 180

①-5 管更新 高専通り（車道） DIP(NS) 800 400 180 180

①-6 管更新 県道　壬生川新居浜野田線内（車道）推進 DIP(NS) 800 300 440 150 150 140 県道推進

②-1 管更生 県道　壬生川新居浜野田線内（歩道） DIP(A) 800 144 100 100

②-2 管更生 県道　壬生川新居浜野田線内（歩道） DIP(A) 800 241 168 84 84

②-3 管更生 県道　壬生川新居浜野田線内（歩道） DIP(A) 800 204 142 71 71

②-4 管更生 県道　壬生川新居浜野田線内（歩道） DIP(A) 800 215 149 149 R19,20

②-5 管更生 県道　壬生川新居浜野田線内（歩道） DIP(A) 800 234 163 163

②-6 管更生 県道　壬生川新居浜野田線内（歩道） DIP(A) 800 157 109 109

②-7 管更生 県道　壬生川新居浜野田線内（歩道） DIP(A) 800 160 111 111

②-8 管更生 王子川左岸～住友化学境界 DIP(A) 800 146 101 101

②-9 管更生 王子川左岸～住友化学境界 DIP(A) 800 172 120 120 R29,30

③-1 電気防食機能復旧 県道　壬生川新居浜野田線内（歩道） DIP(A) 800 220 59 20 20 19

③-2 電気防食機能復旧 住友化学前 DIP(A) 800 350 93 20 20 20 33

50 10 20 20

2,653 84 134 140 180 200 199 170 170 160 53 100 84 84 71 71 753

管理棟更新 98 98

既設解体 7 7

設計・地質調査 8 8

113 8 98 0 7

2,766 92 232 140 187 200 199 170 170 160 53 100 84 84 71 71 753

294 26 27 29 15 16 26 15 25 28 7 10 10 20 20 20

30 30

324 26 27 59 15 16 26 15 25 28 7 10 10 20 20 20

324 26 27 59 15 16 26 15 25 28 7 10 10 20 20 20

3,090 118 259 199 202 216 225 185 195 188 60 110 94 104 91 91 753

新居浜市工業用水道施設更新耐震化事業年次計画
スケジュール

備　　考

年度別計画　概算工事費　（単位：百万円）税抜き

区間 更新、補修・補強計画

工業用水道施設更新・耐震化事業

配
水
管

工業用水道更新・耐震化事業全体事業費合計

設計・地質調査

小　　計

管
理
棟

小　　計

新居浜市工業用水道事業全体事業費（ダム工事負担金を除く）

電気計装設備更新

電
気
計
装

電気計装設備更新

管理棟設備移設費

小　　計

電気計装設備更新事業費合計
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5.2 財政計画 

財政計画は、第 4 章の経営方針や方向性に基づき、表 5.2 の計算条件により、将来の財

源及び経費を算出しました。 

 

 方向性（再掲） 

  受水企業の要望により、料金改定を見込まない。 

  収益的収支の黒字を維持する。 

  自己資金（補填財源）を活用する。 

 

 財政計画の算出結果は、P36～P37 の様式第 2 号（法適用企業・収益的収支）及び様式第

2 号（法適用企業・資本的収支）の表のとおりです。 

 今後 10 年間の財政計画期間中の収益的収支は、図 5.2 財政計画における収益的収支の

とおり、支出がゆるやかに増加を続けていますが、料金改定を行わずに損益は黒字を維持し

ています。資本的収支では、図 5.3 のとおり、高専通りの耐震管の布設及び県道への接続

が令和 12 年度（2030 年度）まで継続して実施され、2 億円を超える建設改良費の支出が続

きますが、補填財源残高は企業債収入により 4 億円以上を維持する見込みとなっており、

一定の運転資金を確保しつつ、事業経営を行うことが可能となります。ただし、台風等によ

る濁度上昇等が発生し、供給不可期間が長期となると、大幅な収入減もあり得ます。そのた

め、安定した経営を維持するためには、国庫補助金を活用することが望ましい状況です。こ

の間、起債残高は図 5.4 財政期間中の起債残高の推移のとおり、令和 12 年度（2030 年度）

をピークに残高が増加しますが、その後減少する見込みです。 

 今後 30 年間の収支の見通しは、収益的収支では図 5.5 収支の見通し（収益的収支）の

とおり、損益の黒字はゼロに近づいていくものの黒字は維持されます。資本的収支では図 

5.6 のとおり、補填財源残高は減少を続けますが、起債借入を行わなくても各年度において

3 億 5 千万円以上を維持する見込みとなっており、概ね健全な経営が可能となります。 
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表 5.2 財政計画策定における財政収支計算条件の一覧表 

収益的収入

給水収益

本市工業用水道は責任水量制であり、水量の変動は収益に影響しないため、供給単価は
14.3円/㎥（税抜）で一定となる。しかし、工事や大雨による濁度異常等による給水制限等
に伴い毎年一定程度減収となる。減収となる停水期間を毎年20日間と見込み、契約水量
46,600㎥/日に年間日数から停水期間20日間を差し引いた日数を乗じて算出する。
また、鹿森ダムのメンテナンス事業において堆砂除去が実施されると見込まれる年及び
断水を必要とする管路耐震化工事の年は、工事による停水25日及び濁度異常による停水
15日合計40日間を差し引いた日数を乗じて算出する。

長期前受金戻入
既存取得資産分に、今後、補助金などを財源として、取得が想定される資産分を合算し算
出する。

その他営業外収益 過去の実績等に基づき算出する。

収益的支出

人件費
計画職員数に基づき算出する。また、令和7年度以降は「中長期の経済財政に関する試
算」（内閣府：令和5年7月）で想定される賃金上昇率を見込むこととする。

経　費
具体的に、光熱水費、通信運搬費、修繕費、路面復旧費、委託料等で、過去の実績等をも
とに、「中長期の経済財政に関する試算」（内閣府：令和5年7月）で想定される物価上昇率
を反映させ算定する。

減価償却費 取得済資産に今後の事業計画に基づき、取得が想定される資産分を合算し、算出する。

支払利息

発行済企業債に今後の事業計画に基づき借り入れを行う新規発行企業債を合算し、算出
する。
新規発行企業債の利息は2.5％と設定し、償還計算は、30年償還（内5年据置）の借入条
件で行う。

その他費用
「中長期の経済財政に関する試算」（内閣府：令和5年7月）で想定される物価上昇率を反
映させ算定する。

資本的収入

企業債
企業債は、補填財源が4億円を切った時点で更新事業費のうち、配水事業の約50％を借り
入れるものとする。

国庫補助金
既に内示を受けた国庫補助金は算出するが、不確実な財源であるため、令和6年度以降
は見込まないものとする。

工事負担金 見込まない。

その他 他会計貸付金の償還金が令和11年度まで見込まれる。

資本的支出

事業費
別添更新耐震化事業年次計画(P32)により見込む。その他ダム負担金は、愛媛県等が示
している計画により見込む。
事務費（人件費）は、おおむね令和4年度決算値で一定額を見込む。

企業債償還金 支払利息と同様に、発行済企業債の元金と新規発行企業債の元金を合算し、算出する。
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図 5.2 財政計画における収益的収支 

 

 

図 5.3 財政計画における資本的収支 
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図 5.4 財政期間中の起債残高の推移 

 

 

図 5.5 収支の見通し（収益的収支） 
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図 5.6 収入の見通し（資本的収支・補填財源残高） 

 

 

図 5.7 起債残高の見通し 
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6.計画の推進にあたって 

計画の推進にあたっては、PDCA サイクルに基づいて、毎年、取組の進捗状況や目標の達

成状況を確認・検証し、本市工業用水道事業を取り巻く環境の変化や契約企業の意見・要望

も把握しながら、概ね 5 年後に、計画の見直しを行っていくこととします。また、継続的

な施設の維持管理を推進し、施設や管路の劣化度等の調査を継続することにより、施設の延

命化を図っていくことで、更新時期の更なる平準化を目指すこととします。更に、突発的な

事故や災害が生じたときにはその応急対応と全体計画の見直しなどを行うこととします。 

なお、検証にあたっては、表 6.1 に示す数値目標をもとに実施することとします。 

 

計画策定
（Plan）

実施
（Do）

見直し
（Action）

検証
（Check）

 ビジョン、目標の設定
 事業計画の策定

 進捗状況の管理
 施設･管路の劣化度調査

 事後（中間段階）検証
 達成度の評価

 改善点の洗い出し
 改善策の検討
 更新基準の見直し

短期・中期計画
及び実施計画

実施結果
の整理

情報の
収集

事業への
反映

 

図 6.1 本計画を推進するための PDCA サイクル 

 

表 6.1 数値目標 

項 目 経営指標等 

実績値 

2022 年度 

（R4 年度） 

中間目標値 

2028 年度 

（R10 年度） 

目標値 

2033 年度 

（R15 年度） 

設定理由 

経常損益 経常収支比率 149.07％ 100％以上 100％以上 黒字経営を維持する 

管路の 

耐震化状況 

基幹管路耐震化率 

（耐震適合管含む） 
55.5％ 60.0％ 65.0％ 

管路の耐震化を推進す

る 
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